
 令和５年度財政投融資計画及び実績
（単位：億円）

当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績

食料安定供給特別会計 8 8 8 － － － － － － 8 8 8

エネルギー対策特別会計 83 83 79 － － － － － － 83 83 79

自動車安全特別会計 1,185 1,185 1,111 － － － － － － 1,185 1,185 1,111

株式会社日本政策金融公庫 60,687 60,687 7,507 288 288 30 － － － 60,975 60,975 7,537

沖縄振興開発金融公庫 1,994 1,994 740 70 70 1 － － － 2,064 2,064 741

株式会社国際協力銀行 9,810 12,580 9,527 900 1,130 1,030 9,010 9,010 4,303 19,720 22,720 14,860

独立行政法人国際協力機構 10,431 14,491 14,491 － － － 2,255 2,255 1,666 12,686 16,746 16,157

全国土地改良事業団体連合会 13 13 13 － － － － － － 13 13 13

日本私立学校振興・
共済事業団

272 272 80 － － － － － － 272 272 80

独立行政法人日本学生支援機構 5,881 5,881 5,872 － － － － － － 5,881 5,881 5,872

独立行政法人福祉医療機構 2,642 2,642 1,799 － － － － － － 2,642 2,642 1,799

独立行政法人国立病院機構 286 286 286 － － － － － － 286 286 286

国立研究開発法人
国立成育医療研究センター

9 9 9 － － － － － － 9 9 9

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

2 2 2 － － － － － － 2 2 2

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構

758 758 750 － － － － － － 758 758 750

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

439 639 462 12 12 － － － － 451 651 462

独立行政法人住宅金融支援機構 307 307 59 － － － 2,200 2,300 2,300 2,507 2,607 2,359

独立行政法人都市再生機構 5,000 5,000 5,000 － － － － － － 5,000 5,000 5,000

独立行政法人日本高速道路
保有・債務返済機構

－ － － － － － 12,530 12,530 12,530 12,530 12,530 12,530

独立行政法人水資源機構 4 4 4 － － － － － － 4 4 4

国立研究開発法人
森林研究・整備機構

46 46 46 － － － － － － 46 46 46

独立行政法人エネルギー・
金属鉱物資源機構

4 4 3 1,392 1,392 740 － － － 1,396 1,396 743

　 　 　 　 　 　

地方公共団体 24,238 34,489 32,011 － － － － － － 24,238 34,489 32,011

株式会社脱炭素化支援機構 － － － 400 400 79 － － － 400 400 79

株式会社日本政策投資銀行 3,000 4,000 4,000 400 900 900 3,500 3,500 3,370 6,900 8,400 8,270

一般財団法人民間都市開発推進
機構

－ － － － － － 350 350 150 350 350 150

中部国際空港株式会社 － － － － － － 161 161 140 161 161 140

株式会社民間資金等活用事業
推進機構

－ － － － － － 500 500 － 500 500 －

株式会社海外需要開拓支援機構 － － － 80 80 80 － － － 80 80 80

株式会社海外交通・都市開発事業
支援機構

－ － － 512 512 512 575 575 － 1,087 1,087 512

株式会社海外通信・放送・郵便事
業支援機構

－ － － 244 244 21 209 209 － 453 453 21

127,099 145,380 83,858 4,298 5,028 3,393 31,290 31,390 24,459 162,687 181,798 111,710

(注）１．実績欄の計数は、資金年度ベースによる計数整理を行ったもので、令和５年度決算時点の見込値です。

     ２．改定計画には、令和５年度特別会計予算総則第19条第3項の規定に基づく長期運用予定額の増額分を含みます。

区          分
財政融資 産業投資 政府保証 財政投融資合計

〈特別会計〉

〈政府関係機関〉

〈独立行政法人等〉

〈地方公共団体〉

〈特殊会社等〉

合          計


